
 

 

 

 

 

第２回委員会要旨 
 

・開催日時：平成１６年１２月１５日（水）１０：００～１２：００ 

・場  所：ピアザ淡海 ２０４会議室 

・参加人数：委員８名、河川管理者６名、傍聴者１０名 

 

１）決定事項 

  委員会運営に関して 

 ・委員会は公開を原則とする。 

  ・議事録について各委員の発言確認後に保存し、閲覧希望があれば公開する。

する。発言を要約した「議事骨子」については次の委員会にて確認、了承後

にホームページにて公表する。 

２）審議の内容 

 ①河川管理者より「河川敷地占用のあらまし」について説明を行いました。 

・ガイドライン、基本理念を各河川に設けることの困難性、淀川水系で大きな 

枠組みとなる理念について 

 →基本理念として河川整備計画の中で示されたものが水系全体の理念と考え

ている。それを河川ごとにブレイクダウンしたものが基本理念と考えてい

ます。ガイドラインは具体的にどうするかを示したものである。 

・他の河川保全利用委員会との基本理念や具体的課題の共有といった連携につ 

いて 

 →次回、もしくはその次あたりで検討する。 

  

②河川管理者より現地調査に向けた各河川の現況（歴史・改修・利用実態・地域

の中の河川）及び自然環境の概要（「川の国勢調査」）について説明を行いま

した。 

  1.瀬田川 

  2.野洲川 

  3.草津川 

  ・「利用の結果、環境がこう変化した」がわかるデータがあれば整理してほし

い。それを基に委員会で議論できればよいと思う。 

  

③上記以外に以下の内容について議論を行いました。 

   委員会運営について 

   ・傍聴要領（案）について 

   ・議事録等の取扱について 

  

 

以 上 
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第３回委員会（現地調査）要旨 
 

・開催日時：平成１７年１月１９日（水）１３：００～１７：１５ 

・場  所：（現地調査）瀬田川・野洲川・草津川 

      （感 想 会）琵琶湖河川事務所 

・参加人数：委員６名、河川管理者７名 

 

１）現地調査の内容 

 ①野洲川立入地区  （高水敷公園利用実態） 

  ②野洲川南桜地区  （石部頭首工）  

  ③野洲川小島地区  （河畔林の実態及び落差工）    

  ④草津川三角公園  （桜植樹）         

  ⑤瀬田川石山寺地区 （散策路）   

  ⑥琵琶湖河川事務所 （瀬田川洗堰） 

 

２）懇談会の出された意見、質問など 

 ・生物的な観点での護岸改修を考えてみてはどうか。 

  利用に関しては思ったより進んでいる。また今後の利用方法については環境を

考慮していく必要があると思う。 

 ・野洲川は植生が戻っている。 

水質・生態系についてはもっと話し合うべきであり、川づくりについてみんな

で考えていくべききではないか。 

 ・野洲川について旧川は「川らしい川」であり、新川の植生についてもこれから

再生が見られるのでは。 

瀬田川については都市河川であり、「自然」と結びつけるのは難しいと感じた。 

 ・石部頭首工や小島落差工を見て魚道について考えなくてはと思った。 

  野洲川のワンドについて、流れがきついため出来にくいのではと思う。 

 ・高水敷の利用は１～２年の短いスパンでなく、３０年と言った長いスパンで考

えていく必要があると思う。 

 ・野洲川の頭首工魚道を含め、自然でもない人工的でもない、中途半端な状態だ

と感じる。 

 ・滋賀県について、一体的に考えていくためにもなるべく早めに委員会に出席い

ただけるようにお願いしたい。 

  →現在、委員としては見合わされていますが、オブザーバーとかならば可能と

考えるので調整します。 

 ・各河川の河川史、地形図などの歴史的資料や過去の航空写真なども見てみたい。 

 ・現在の洗堰に魚道等は存在するのか。 

また、洗堰に昔あった「ウナギ魚道」みたいな魚道を例えば公園部分に計画す

ることは可能か 

  →現在の洗堰には魚道等は存在していません。 

また公園内に魚道を作るのは現実的にはなかなか難しいと思います。  

以 上 
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河川占用許可準則について 
 

１）今日の河川占用許可準則に至る経緯 

～Ｈ１１「河川敷地占用許可準則」の見直しについて～ 

１．準則見直しの背景 

○ 平成８年６月の河川審議会答申など、以下のような要請等を背景に平成１１年８月５日に

準則の全面改正が行われた。 

 

（１）河川審議会答申（Ｈ８．６） 

「川の３６５日」を意識しつつ、河川行政を展開することが重要である旨の指摘。このため、

河川環境に配慮しつつ、河川敷地の適正かつ多様な利用をより一層推進することにより、国民

の河川への親しみを醸成していくことが必要。 

 

（２）河川敷地の適正かつ多様な活用のために 

占用許可の準則をできる限り具体的で、かつ、分かり易いものとすることが必要。 

 

（３）地方分権推進委員会第５次勧告 

占用許可に当たり地域の意見を反映するとともに、地元市町村が地先の河川敷の利用等につ

いて主体的に判断できるようにすることが必要。 

 

 

２．主な改正内容 

（１）占用許可に当たり、河川管理者が地元市町村等の意見を聴取する制度を創設。 

（２）占用許可を受けることができる者を明確にするとともに、 

・市街地開発事業を行う者 

・河川マリーナの整備を行う者 

等を追加。 

（３）占用許可の対象となる施設に、 

・堤防の天端若しくは裏小段又は地下に設置する道路 

・遊歩道等の親水施設 

・鉄道の駅が設置される鉄道橋梁 

等を追加。 

（４）占用施設の位置、構造等について画一的な基準を廃止し、治水上支障を生じないことについ

ての基本的な性能基準を示すことにより、個々の河川の形状等の特性を踏まえ、実態に即した

運用を図る。 

（５）地元市町村が占用許可後に河川敷地の具体的利用方法を決定することができる「包括占用許

可制度」を創設。 

 

＜その他の改正点＞ 

○ 一般公衆のパブリックアクセスのための通路、占用施設相互間の連絡歩道や便所、ベンチ等の確保 

○ 占用許可後の履行状況の確認と許可条件違反に対する是正措置の指示、監督処分等の実施の明確化  

○ 占用の継続について改めて内容の審査をし、必要に応じて期間の短縮、不許可処分の実施 



 

 

２）具体的に占用可能な施設 

 

「河川占用許可準則」 

（占用施設）（第七）  

一 次のイからニまでに掲げる施設その他の河川敷地そのものを地域住民の福利厚生の

ために利用する施設 

イ 公園、緑地又は広場 

ロ 運動場等のスポーツ施設 

ハ キャンプ場等のレクリエーション施設 

ニ 自転車歩行者専用道路 

二 次のイからホまでに掲げる施設その他の公共性又は公益性のある事業又は活動のために河

川敷地を利用する施設 

イ 道路又は鉄道の橋梁（鉄道の駅が設置されるものを含む）又はトンネル。 

ロ 堤防の天端又は裏小段に設置する道路 

ハ 水道管、下水道管、ガス管、電線、鉄塔、電話線、電柱、情報通信又は放送用ケーブルそ

の他これらに類する施設 

ニ 地下に設置する下水処理場又は変電所 

ホ 水防倉庫その他水防活動のために必要な施設 

三 次のイからハまでに掲げる施設その他の河川空間を活用した街づくりに資する施設 

イ 遊歩道、階段等の親水施設 

ロ 河川上空の通路、テラス等の施設で病院、学校、社会福祉施設、市街地開発事業関連施設

等との連結又は周辺環境整備のために設置されるもの 

ハ 地下に設置する道路又は公共駐車場 

四 次のイからハまでに掲げる施設その他の河川水面の利用の向上及び適正化に資する施設 

イ 公共的な水上交通のための船着場 

ロ 船舶係留施設又は船舶上下架施設（斜路を含む）  

ハ 港湾施設、漁港施設等の港湾又は漁港の関連施設 

五 次のイからハまでに掲げる施設又はその他の住民の生活又は事業のために設置が必要やむ

を得ないと認められる施設 

イ 通路又は階段 

ロ 採草放牧地 

ハ 事業場等からの排水のための施設 

六 次のイ及びロに掲げる施設その他の周辺環境に影響を与える施設で、市街地から遠隔にあ

り、かつ、公園等の他の利用が阻害されない河川敷地に立地する場合に、必要最小限の規模

で設置が認められる施設 

イ グライダー練習場 

ロ モトクロス場又はラジコン飛行機滑空場 

 

なお、これらの占用施設には、当該施設周辺の騒音の抑制及び道路交通の安全の確保上必要や

むを得ないと認められる場合に限り、当該施設と一体をなす利用者のための駐車場の占用を許可

することができる。 

また、必要に応じて、施設利用者のための売店、便所、休憩所、ベンチ等を当該施設と一体を

なす工作物としてその設置を許可することができる。 

 

 

 





















 

傍 聴 要 領 （改訂案） 

河川保全利用委員会（琵琶湖河川事務所） 

 委員会を傍聴される方は、次の事項を遵守してください。 

１ 傍聴する場合の手続 

(1) 委員会を希望される方は、はがき、ＦＡＸ、電話及び委員会ホームページ

(http://biwako.kasen-hozen.jp)等で３日前までに申し込みを行ってください。 

なお、委員会開催前日までに受付確認のため、申し込み時に登録していただい

た連絡先に御連絡致します。 

(2) 

 

傍聴希望者が定員を超えた場合には、先着順とします。 

 

(3) 団体等多人数で傍聴を申し込まれた場合、団体の傍聴人数を制限する場合が

ございますのでご了承ください。 

(4) 傍聴の許可を受けた方は、係員の指示に従って、委員会の会場へ入場し、所定

の場所に着席してください。 

２ 傍聴する際の遵守事項 

委員会の傍聴に際しては議長の指示に従い、審議の妨げにならないよう御協力

お願いします。  

３ 傍聴者の発言について 

議長が必要と認めた時は傍聴者発言の機会を設けますが、それ以外のご発言

につきましてはご遠慮下さい。 

４ その他 

上記以外に関することは、議長の判断とします。 
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議事録等の取扱いについて 

河川保全利用委員会（琵琶湖河川事務所） 

 
＜第２回河川保全利用委員会での議論概要＞ 

 
【事務局より】 
・速記から作成した議事録はかなりの分量でかつ読みにくいため、見やすく要約してホー

ムページ上で公開することを考えている。 
・議事録を要約すると、発言者の意図と違う内容になる可能性があるので、まず生原稿を

委員に配布した上で、要約版の最終確認をお願いしようと考えている。 

 
【委員より】 
・要約したものは、発言者の名前を取ってしまって、議事概要か議事骨子という名称にし

た方が良いのではないか。議事録として残すのであれば、要約されていないものを各委

員に配付する。 
・議事録は原則公開とするが、こちらが積極的に公開する必要はないというスタンスで残

しておけばいいと考える。 
・生記録は各委員が確認し、それに対して何か意見があれば議長あるいは事務局から各委

員に確認を取り、委員長か議長の責任においてオーケーと判断されたら、それをホーム

ページ等で発表されればよいのではないか。 
・要約時には、確認の段階まではだれの発言かというのを明記しておいて、最後、公開の

ときに削る等の配慮をお願いしたい。 

 
【議長より】 
・議事録を要約すると、要約者によってニュアンスが変わる可能性があるので、各委員に

内容の確認をとっておいて、次の会議で確認をし、承認された後で、ホームページに出

すという手順ではどうか。 

委員会規約第１１条関連 

・ 生記録（速記録）を「議事録」とする。 

・「議事録」は、各委員の発言確認後、保存する。 

・「議事録」は、閲覧希望があれば公開する。 

・ 上記議事録を要約したものを「議事骨子」とする。 

・「議事骨子」は次回委員会にて確認・了承後、ホームページにて公表する。ホームペー

ジ公開時は、委員名を削除する。 
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【今後の委員会運営、審議内容について（案）】 ※第２回委員会資料の時点修正版です

第１回委員会 ○委嘱状交付 ○各河川の現況説明①

(H1611.7) 　・ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ説明

実施済み

第２回委員会 ○河川管理者からの提示 ○各河川の現況説明②

(H16.12.15） ・河川敷地占用のあらまし 　現地調査に向けての説明

・基本理念、ガイドラインに 　・歴史・改修・利用の現況

実施済み 　ついて 　・自然環境

第３回委員会 ○現地調査

(H17.1.19） 現地視察、感想会

実施済み

第４回委員会 ○望ましい河川とは

(H17.2.16） 公園事例を基にした議論

第５回委員会 ○各河川の基本理念

（H17.４月下旬） 　 の確認

第６回委員会 ○ガイドライン（案）

(H17.５月頃） 　 の審議

質疑応答→修正

第７回委員会 ○ガイドラインの了承

（H17.６月頃）

第８回委員会 ○審議方法の検討①

(H17.７月頃) 　方法・形式について

　意見書の様式など

第９回委員会 ○審議方法の検討②

(H17.８月頃) 　 最終確認

第１０回委員会 ○個別案件の審議

第１１回委員会 ○個別案件の審議

　意見書（案）の準備

第１２回委員会 ○意見書答申

※審議の進行状況によっては色々、変更が生じると考えていますので、あくまで目安としてお考え下さい。

その他、河川保全
に関する意見提案

委員会運営など
全体事項

各河川の基本理念
の検討

「河川利用指針（ガイド
ライン）」の策定

事前協議申請
の諮問に対する審議

　ガイドライン（案）の
　準備、作成

基本理念の答申

ガイドラインの公表

必
要
に
応
じ
て
随
時
、
提
案
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